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2015年度は、世界経済の不透明さの⾼まりもあり、プリンティングや産業機器の事
業環境は厳しい状況とはなったが、ドミノ社の連結効果もあり、過去最⾼の売上と
なった。

営業利益は期初の計画に対して100億ほど未達だった。理由としては、ドミノ買収
時にかかった買収費⽤とのれんの償却代が発⽣したことで約38億円の減益要因が
あったことに加え、主にユーロが円⾼となったことが、50億程度の減益要因となったこと
が⼤きい。

経常利益についても減益とはなったが、ドミノの買収による影響を除けば、ほぼ前年
並みの⽔準と⾔って良いと思う。
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事業別の数字のまとめ。
内容は次項から説明。
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15年度通期では、厳しい事業環境の中、通信・プリンティング機器の売上はほぼ横
ばいを維持。
電⼦⽂具は堅調が続いており、５％程度の増収となった。

営業利益は減益だが、ユーロが円⾼になったことによるマイナス影響があったことや、
経済環境を鑑みると、まずまずの⽔準ではないかと思っている。
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今まで好調だったロシアが、景気後退の影響もあって不調となったが、⻄欧が好調に
推移したこともあり、全体では増収となった。

営業利益も前年並みを維持し、９％の利益を維持できた。
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⼯業⽤ミシンは、昨年投⼊した製品が顧客から⾼い評価を得ており、好調に推移し
ている。
加えて、Tシャツなどに印字するガーメントプリンターも堅調に推移しており、消耗品の
売上を含めて順調だった。

産業機器はスマホの筐体加⼯向けが完全にピークアウトした状態になっているが、⾃
動⾞顧客向けに特殊なモデルを開発してきた結果が徐々に表れてきている。⽇本や
アメリカなど、⾃動⾞向けが多いところは堅調。
ITの落ち込みを吸収することはできなかったが、いまのところは順調という認識。
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売上⾼は、新製品効果に加え、テイチクを吸収したことで、増収となった。

営業利益は、テイチクの買収によるのれんの償却負担や、楽曲製作費の増加、レン
タル取引の増加による粗利減などもあり、残念ながら２期連続で⾚字となった。

なお、単体決算で計上した⼦会社株式の減損は連結業績への影響は無い。
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ニッセイ、国内が減ったものの、⽶州での売上が増えており、収益性は改善しつつある。

なお、M&S事業とのシナジー拡⼤を⽬指し、今後はマシナリー事業として、⼯業⽤ミ
シン、産業機器と⼀体となった事業展開を⾏っていく。
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コーディング&マーキング事業は堅調に推移している。
対前年でも⼀桁台の成⻑が続いている。
デジタルプリンティングは、15%を超える成⻑が続いている。

営業利益も、ドミノグループとしては15％程度の利益率は維持しており、計画どおり
の推移となっている。
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新中計戦略を３⽉に出した。

今後は産業⽤領域の拡⼤に重点をおき、従来のプリンティング事業は、収益⾯で全
社の業績に貢献する事業へとシフトさせていく。
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今までは新興国も含めて、各事業ともトップもしくはそれに近いポジションを⽬指してき
たが、事業環境、経済環境の変化を考慮し、プリンティング事業とカラオケ事業は利
益を追求する事業へと位置づけを変更する。

対して、ドミノやマシナリーなどの成⻑領域事業では、積極的な拡⼤を⽬指していく。
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スライドのとおり
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スライドのとおり
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16年度より、IFRSを任意適⽤。
今後はIFRS基準での開⽰となる。
今回の業績予想については、⽐較のため、⽇本基準での業績予想を参考開⽰。

売上については、為替前提を円⾼とした影響により、減収となる。
現地通貨ベースでは、産業機器は減収となるが、他の事業は基本的に成⻑を⾒込
んでいる。

営業利益も、為替の影響が減益要因となるが、IFRS移⾏により、のれんが⾮償却
となるで、⼤きな減益とはならない⾒通し。

純利益は、315億円を⾒込んでおり、会計基準の違いはあるが、増益となる⾒通し。
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事業別の数字のまとめ。
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株主還元は、従来からの⽅針に基づき、連結配当性向30％を⽬安に実施。



20

ROEについても、中計での⽬安としている９％超を上回る⾒通し。

説明は以上です。
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